


監事 （令和元年7月1日現在）

理事

ごあいさつ

　一般財団法人北海道建設技術センターは、建設事業の円滑で効率的な執行を支援す

ることなどにより良質な社会資本整備を推進し、もって道民の福祉の向上に寄与すること

を目的とする公益法人として平成５年に設立されました。

　当財団はこれまで、建設技術に関する研修事業、建設事業や橋梁点検に関する発注者

支援事業、建設事業の電子情報化促進事業、建設産業振興事業などに取り組んでおり、

今年度は設立から27年目を迎えております。

　これもひとえに北海道や市町村、その他関係の皆様のご理解とご協力の賜物と心より

感謝を申し上げます。

　建設産業を取り巻く環境は、少子高齢化や人口減少、情報化社会の発展や環境重視型

社会への移行など大きく変化しており、特に昨今は、大規模災害や橋梁などのインフラ長

寿命化への対応などが課題となっております。

　さらには、建設産業における技術者不足が深刻な問題となっている中、担い手対策や

働き方改革を実現するためには生産性の向上が必要不可欠になっております。

　新しい令和の時代が始まり、当財団においても、社会情勢の変化や様々な課題を的確

にとらえ、良質な社会資本整備になお一層貢献できるよう、更なる事業展開と技術水準

の向上に努め、皆様から信頼される組織を目指してまいります。

　北海道や市町村、その他関係の皆様には、引き続き格段のご指導とご支援を賜ります

ようお願い申し上げますとともに、当財団の各種事業をなお一層ご活用くださいますよう

あわせてお願い申し上げます。

法人概要 目的
　一般財団法人北海道建設技術センターは、建設事業に関する技術力等

の向上及びその普及を図るとともに、建設事業の円滑で効率的な執行を

支援することなどにより、良質な社会資本の整備を推進し、もって道民の

福祉の向上に寄与することを目的とする。

● 理事長　　岡田　恭一　　前北海道建設部長
● 専務理事　久野　　顕　　元北海道建設部建設政策局長
● 理事　　　石塚　　弘　　（一財）北海道建築指導センター　理事長
● 理事　　　菊谷　秀吉　　伊達市長
● 理事　　　桜田　 昌之　　(一財)北海道道路管理技術センター　理事長
● 理事　　　菅原　章嗣　　喜茂別町長
● 理事　　　髙野　伸栄　　北海道大学　公共政策学連携研究部　教授
● 理事　　　田村　　亨　　北海商科大学 教授
● 理事　　　山川　　昇　　（一社）北海道測量設計業協会　会長

● 評議員　大畑　邦彦　　元北海道水産林務部長
● 評議員　川島　崇則　　（一社）北海道建設業協会　副会長
● 評議員　柴田　達夫　　北海道町村会　常務理事
● 評議員　田中　　稔　　（株）タナカコンサルタン卜　代表取締役顧問
● 評議員　三上　　隆　　北海道大学　名誉教授
● 評議員　三好　　昇　　江別市長
● 評議員　山本　　進　　東神楽町長
● 評議員　𠮷澤　政昭　　北海道市長会　事務局長
● 評議員　𠮷田　義一　　北海道建設業信用保証（株）　取締役社長

（五十音順）

● 監事　　　池田　明聰　　公認会計士
● 監事　　　古矢　恒夫　　元北海道住宅都市部長

理事長　岡田 恭一
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一般財団法人北海道建設技術センター

〒065-0033
札幌市東区北33条東1丁目1番1号

平成5年5月12日財団法人北海道建設技術センター設立
平成25年4月1日一般財団法人に移行

1億8311万円（平成31年3月31日現在）

（令和元年7月1日現在） 評議員 （令和元年7月1日現在）

H O K K A I D O  CO N S T R U C T I O N  T E C H N O LO GY  C E N T E R

評議員会

組織

事業内容

北海道、市町村及び民間団体等の建設事業に携わる技術職員を主な
対象として、土木積算システムや建設技術に関する各種研修事業を実
施しております。また、一般市民を対象としたセミナー・講演会などを
実施するとともに、他団体が実施する研修会等に講師の派遣事業を
行っております。

技術職員専門研修
● 下水道実務研修　● 市町村道実務研修　● 構造物実務研修
● 災害復旧実務研修　など

北海道土木積算システム研修
● 積算システム操作技術の研修

建設業界への研修・講習会
● 災害復旧事業講習会　● 土木工事実務研修会　など

一般市民対象セミナー等
● まちなか活性化セミナー　● 津波防災地域づくり講演会

■ 建設技術等に関する研修及び国際交流事業

発注者支援業務として、土木事業及び建築事業の積算、工事監理、検
査、総合評価関連業務等を受託しています。

土木事業の総合支援
● 道路、河川、漁港等の積算資料作成支援　● 災害復旧支援
● 特殊・高度な工事の施工監理　● 工事書類検査、現地検査
● 総合評価の導入支援、技術審査支援　● 橋梁長寿命化支援　など

建築事業の総合的なマネジメン卜
● 基本構想策定支援　　 ● 設計プロポーザルの支援
● 設計積算の審査・指導　● 総合評価の導入支援
● 監督員補助　　　　　  ● 検査補助　など

橋梁点検の支援
● 委託設計書作成　● 入札事務　● 関係機関協議
● コンサルタン卜への指示　　　● 点検診断内容確認
● データ保管管理　● 次期点検計画（案）作成
● 予算要求資料作成　など

■ 建設事業に関する発注者支援事業

建設事業に関する新技術・新工法や新しい制度の調査研究等を行い、
各種研修等にも反映しています。

新技術・新工法や新しい制度の調査研究
● 入札契約制度　● コンストラクションマネジメン卜
● 広域連携　　　● 再生可能工ネルギー　など

研究会への参画
● 北海道河川環境研究会

社会基盤整備等に係わる諸課題の調査研究

■ 建設事業に関する調査研究及び広報事業

建設事業に関する電子情報化の促進のため、電子データ化支援、シス
テム運用管理を行っています。行政・土木技術・情報技術に関する知見
をバランスよく活用し、使いやすいシステムの運用を進めています。

CALS/ECの普及支援
● 地方版CALS/EC推進支援
● 北海道建設部運用支援（ガイドライン作成）

各種システムの運用管理
● 道路現況システム　　　● 防災情報共有化システム
● 道路管理情報システム　● 工事施工情報共有システム

■ 建設産業の振興に関する事業
道内の建設業が保有している寒冷地技術の普及・発展に関する事業と
して、海外との技術協力を推進しています。

寒冷地技術の普及・発展

総務課

経理課

契約研修課

旭川事務所

帯広事務所

函館事務所

企画課

情報課

市町村支援課

建築技術課

業務管理課

積算管理課

照査課

審査検査課

技術審査室
（照査担当）

技術審査室
（審査・検査担当）

総務部

企画部

市町村支援部

技術部

事務局

事業局

監  事

理事長

理  事

評議員

理事会

専務理事

（令和元年7月1日現在）

■ 建設事業に関する電子情報化促進事業

sugimori
テキストボックス
建設産業が担っている役割や重要性について、道民の皆様に理解を深めていただくことを目的とした事業を推進しています。

sugimori
長方形



北海道市町村土木積算システムASPサービス

市町村や団体が行う建築事業について、基本構想の策定から
完成までの事業全般にわたり技術支援を行っています。

北海道土木積算システム連絡協議会の事務局として
北海道市町村土木積算システムASPサービスの共同
利用に係る契約・運営・管理等を行っています。

● 市町村及び関連団体の共同利用によりコスト削減
● Web方式により専用サーバ、専用PC不要で最新単価、歩掛も自動更新
● 北海道が提供する土木積算基準データに加えて独自に上水道の積算基準を追加

支援の概要

委託契約 北海道建設技術センター

設計事務所・施工会社

● 検討委員会、予算要求等の資料の作成
● 事業スケジュールの作成
● 概算事業費の算出　など

● 設計にかかる技術的助言
● 適正な工事費の算出
● 成果品の照査　など

● プロポーザルによる設計者選定にかかる資料の作成
● 設計委託にかかる資料の作成　など

● 工事の進捗管理
● 工程、品質等の監理に関する助言
● 工事中に発生する設計変更への対応　など

● 総合評価など新たな入札方式にかかる資料提供
● 手続きなどについての助言　など

発注者の
立場で
サポート

委
託
契
約
・
請
負
契
約

協
議
・
確
認

協議・調整・
意思決定

市町村等
（発注者）

基本構想策定

設計者選定

基本設計
実施設計

工事発注

工事監理

工事施工情報共有システムの概要

工事施工中における、受発注者間の迅速かつ確実な情報交換を実現
する工事施工情報共有システムをはじめ、当センターでは種々のシステム
を運用・管理を通じて、北海道の建設行政を支援しています。

工事施工情報共有システム

北海道建設技術センター
受注
業者 発注者

現場代理人 統括監督員

主任監督員

監督員

主任技術者

旬報・協議簿
発議

旬報・協議簿
発議

●施工計画確認 ●施工管理 ●段階確認 ●工事検定書類確認 ●三者検討会 など担当業務第三者確認対応
（コンサルタントなど）

土木事業
支援

建築事業
支援

支援の概要 見込まれる効果

道や市町村などが行う土木関係事業について、計画立案から完成検査までの包括的な支援を行っています。

また、積算資料の作成や総合評価など、事業の各段階での部分的な支援も行っています。 災害復旧支援

● 発注者の意向に沿って、設計業

者・施工業者等へ適宜、指導など

を行うことにより、安全で安心

な施設づくりができます。

● 工事内容や工事規模に合わせ

た、より適切な入札方式の選

択が可能となります。

● 精度の高い積算資料の作成が

できます。

● 発注者がそれぞれのニーズに合

わせて必要な時だけ利用するこ

とで、人件費などのコスト軽減

につながります。

災害発生後、市町村からの要請により速やかに現地
へ技術職員を派遣し、国や道などとの連携を図りなが
ら、復旧工法に関するアドバイスや災害査定のための
積算資料作成などを行い、短期間に集中する業務に
ついて全般的に支援します。

復旧
状況

被災
状況

北海道建設技術センター 民間企業

設計会社
（コンサルタント等）

施工会社
（ゼネコン等）

北海道・市町村等
（発注者）

事業計画立案

調査設計

入札契約

施工監理

完成検査

● 事業スケジュール作成
● 事業費の算出
● 諸手続きに必要な書類作成

● 積算資料作成
● 総合評価など発注方式の検討
● 設計変更への対応

● 設計会社との協議
● 成果品の検収及び指導

● 関係書類の確認
● 完成検査時の立会

● 施工会社等との協議
● 工程、品質等の監理に関しての指導

報告
資料作成
アドバイス

意思決定
判断

協議・検収・
確認など

契 約

契 約

※事業を国庫補助で行う場合、

　委託に必要な費用についても

　国庫補助の対象となります。

見込まれる効果
● より質の高い施設整備が図られます。
● 発注者の意向に沿って円滑に事業が進められます。
● 事業費の縮減と職員の負担軽減が図られます。

ホームページ
アドレス

http://www.hoctec.info/

連絡協議会の規約や
総会資料など、積算
システムに関する情報
はこちらから

各種
システムの
運用管理

ここを
クリック



研修事業
当センターでは、公益事業として次の研修などを行っています。

※公共工事の品質確保の促進に関する北海道連絡協議会認定

※修習技術者には技術士補登録者を含む。

（令和元年7月1日現在）

北海道地区災害復旧技術講習会

北海道技術職員専門研修（新規採用職員） 

北海道技術職員専門研修（中堅技術職員）

下水道研修

市町村道実務研修

北海道建設技術職員専門研修

北海道災害復旧事業実務講習会

土木積算システム研修

ホームページ
アドレス

http://www.hoctec.info/

ホームページから
日程確認、お申込みが
できます

　当センターでは、設立以来積み上げてきた信頼と実績に加え、品確

法に基づく「公共工事品質確保技術者」の有資格者が多数在籍してお

り、道や市町村などの発注関係事務の実施を確実に支援するための

体制を整えています。

　平成17年4月1日より「公共工事の品質確保の

促進に関する法律（品確法）（平成26年6月4日一

部改正）」が施行され、発注者は、発注関係事務を

適正に行うことができる者の活用に努めるよう規

定されました。

　当センターは、道や市町村などの発注関係事務

を適正に行うための「知識・経験」、「法令遵守」、

「秘密保持」などの条件を備えた道内唯一の

「発注者支援機関※」に認定されています。

● 公平性・中立性が確保されること

● 土木・建築工事に関する各種基準に精
通していること（専門性の担保）

● 法令の遵守及び高度な秘密の保持が
担保されること

● 業務遂行に必要な技術者が確保できる
こと

品確法に基づく発注者支援機関

発注者支援機関の
認定要件

公共工事品質確保技術者 公共工事品質確保技術者の業務

有資格者数

業務内容 Ⅰ種 Ⅱ種

総合評価落札方式の審査等

設計積算補助

技術審査補助

監督補助

検査補助

○

○

○

○

○

○

○

○

○

技術士［建設部門］

修習技術者

3名

18名

公共工事品質確保
技術者Ⅰ種

公共工事品質確保
技術者Ⅱ種

一級建築士

二級建築士

1級土木施工管理技士

コンクリート診断士

24名

4名

36名

4名

4名

1名

1名 情報処理安全確保
支援士試験合格

情報セキュリティ
マネジメント

データベース
スペシャリスト

アプリケーション
エンジニア 1名 1名 2名

市町村の橋梁点検を効率的・効果的に行うため、

近隣の市町村橋梁をまとめて発注する

市町村橋梁点検地域一括発注業務を行っています。

知識・経験 法令遵守 秘密保持

支援の概要

　当センターは、ISO27001に基づいた、情報セキュリテイマネジメン卜シス

テム（ISMS）の認証を受けています。情報資産の重要性を認識し適切に管

理することで、法令遵守を基本とした企業倫理の更なる向上と、情報社会に

おける安全性・信頼性を確保します。

ISO27001認証 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）

ここを
クリック

実績

※地域一括発注業務に係る業務監理費も交付金の対象となります。

※入札条件等は地域ブロック会議で決定します。

※入札差金は市町村に返納します。

北海道市町村支援連絡協議会

事務局
北海道建設技術
センター○○市

○○町

○○村

〈A地区〉

△△市
△△町
△△村

〈B地区〉

《コンサルタントへ委託》
● 橋梁点検、診断

《公益事業（無償）》
● 入札事務
● データ保管管理
● 予算要求資料作成

《業務監理》
● 委託設計書作成
● 関係機関協議
● コンサルタントへの指示
● 点検診断内容確認
● 点検計画（案）作成など

協定

入札

※橋梁点検費
　業務管理費

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
点
検
・
診
断
）

平成27年度 7地域 5工区 16市町村 448橋

平成28年度 9地域 15工区 73市町村 2737橋

平成29年度 9地域 15工区 67市町村 2417橋

平成30年度 9地域 10工区 38市町村 696橋

平成31年度（当初） 9地域 9工区 33市町村 671橋

地域一括発注に関するQ＆Aや
実施要領など道路維持管理に
関する情報はこちらから

ホームページアドレス
http://www.hoctec.info/

ここを
クリック

市町村橋梁
点検一括発注

支援



所在地

一般財団法人北海道建設技術センター
〒065-0033 札幌市東区北33条東1丁目1番1号
● 代表・総務部　　  TEL 011-711-2300　FAX 011-711-2630
● 企画部・市町村支援部  TEL 011-711-2308　FAX 011-711-2636
● 技術部　　　  　　TEL 011-711-2306　FAX O11-711-2632

公共交通機関をご利用される場合
地下鉄南北線北34条駅下車、2番出口より徒歩5分

市町村支援部市町村支援課
〒060-0002 札幌市中央区北2条西3丁目1-21 札幌北2条ビル4F
TEL 011-218-5757
FAX 011-218-5758

旭川事務所
〒070-0026 旭川市東6条3丁目1番19号
TEL 0166-29-0021
FAX 0166-29-0022

帯広事務所
〒080-0011 帯広市西1条南1丁目16番地
TEL 0155-28-2440
FAX 0155-28-2441

シンボルマーク
英訳の頭文字であるHをメインに、当センターが
各分野に大きく広がっていくという発展イメージを、
Hの中心に配置された円が、未来へ形を変えながら
進んでいくことで表現しています。

スカイブルー
北海道の青く広い空を意味するスカイブルーで、
北の大地で花開いた文化、歴史、それらと共に
これからも発展していく北海道を表現しています。

ライトグリーン
真っ白な雪の大地から芽生え、北海道の
春を彩る新緑を意味するライトグリーンで、
力強い北海道を表現しています。

札樽自動
車道

札幌新道

北34条駅

北34条駅
ターミナルビル

北34条駅2番出口

札幌北IC

地
下
鉄
南
北
線

西
5
丁
目
樽
川
通

創
成
川

札幌創成　
高等学校●

一般財団法人
北海道建設技術センター

S

北1条宮の
沢通

北3条通

地下鉄東西
線

地
下
鉄
東
豊
線

創
成
川地

下
鉄
南
北
線

大通公園

●
札幌市役所

●
赤れんが
テラス

●北海道庁

札幌時計台
●

さっぽろ
テレビ塔
●

大通ビッセ　
●

さっぽろ駅
さっぽろ駅

大通駅
大通駅

JR札幌駅

市町村支援部
市町村支援課

●帯広警察署●東五条
　小学校

●
帯広年金事務所●

旭川信金

西二条南1

雨
粉
・
新
旭
川
通

J
R
新
旭
川
駅

●
新旭川郵便局

金星橋通

永隆橋通

新旭川
児童公園

西一条南1

大通南1

帯広電子
計算センター
●

38

39

230

12

236
旭川事務所 帯広事務所

通称、HOCTEC（ホクテック）とは、北海道建設技術センターの英訳である
Hokkaido Construction Technology Centerの、各頭文字（朱字部分）を
採ったものです。なお、その響きから北海道もイメージしています。

函館事務所
〒042-0942 函館市柏木町6番6号
TEL 0138-33-7771
FAX 0138-33-7775

●ツルハドラッグ

●サンドラッグ ●ローソン

●函館ちとせ
　幼稚園

●セイコーマート

柏木町駅

深堀町駅

函館市電

マックスバリュ
●柏木店

北海道函館
●工業高校

セブンイレブン●

函館短大付属幼稚園●

柏が丘通

松
見
通 函館事務所
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